




















































一公施設 (etablissements publics) 類型の創設。
一国の文官及び武官に認められる基本的保障。
ー企業の国有化及び公的部門から私的部門への企業所有権の移管。
④法律は、次の基本原則 (principes fondamentaux) を定める。
一国防の一般編成。




⑤予算法律 Clois de finances) は、組織法律によって規定された要件及び留保の下、国
の歳入及び歳出を定める。
⑥計画法律 Clois de programme) は、国の経済的・社会的活動の目標 (objectifs) を定
める。
⑦本条の規定は、組織法律によって明確にされ、補充される。







































リ ー ヌ(Marcel W aline)は、憲法諮問委員会での憲法草案審議において、次
のように述べている。すなわち、34条の規定の仕方は、「経済財政再建に関す
る1948年8月17日法律（法律48-1263号）(Loi n° 48-1263 du 17 aout 1948 















































質上命令的性格を有する事項Oes matieres ayant par leur nature un 






外国貿易の価格調整制度 ・ 価格決定の条件・経済管理の機能の条件、エネルギ ー
の利用条件•原料及び工業生産物の配分の条件を挙げている。 さらに、第8条








第二次世界大戦中の1943年5月、ド ・ ゴ ー ル派は共産党とともに、レジスタ




戦いについて、第2部で解放後の社会 ・ 経済政策について定めている。 特に第
2部は、① 「経済 ・ 金融寡頭制」を経済運営から追放する経済的・社会 的民主
主義の確立、②経済的諸利害代表との協議に基づき国家により設定される経済




1944年8月、 パ リがドイツから解放され、9月にド ・ ゴ ー ル(Charles de 
Gaulle)が内閣を組織して首相に就任し、共和国臨時政府が成立した。 臨時政
府は、社会 党、共産党及びド・ ゴ ー ル派の人民共和派(MRP)の三党連立体




ノ ー ル ・ パドカレ ー 炭田が創設され(1944年12月）、対独協力に対する「懲罰
国有化」としてルノ ー 自動車会社(1945年 1月）と航空機メ ーカー 、グノ ー ム ・
(24) 
エ ・ ロ ー ヌが国有化された(1945年4月）。第2段階は、1945年12月から46年
5月にかけて実施された。まず、フランス銀行と四大預金銀行が国有化された

























に取り掛かった。ド ・ ゴ ー ル辞任の直前、1946年 1月3日のデクレによって計
画策定機構である企画庁が発足し、その初代長官にモネが就任した。同年 1月
20日、ド ・ ゴ ー ルは首相を辞任し、社会党のグ ー アン(Felix Gouin)が後を
8 法律事項と命令事項に関するおぼえがき（高橋）
継いだ。 グ ー アン内閣は、社会党のブルム(Leon Blum)をアメリカに派遣
































そして、 同年6月5日、 アメリカは、「マ ー シャル＝プラン」を発表した。 こ
れは「西欧資本主義の危機を救済して共産主義の浸透を防ぎ、 その経済復興を
援助するとともに、 そこにアメリカ過剰資本の市場をも見出そうとする新形態





























万人のゼネストとなった。 このゼネストにマ ー シャル＝プランに対する抗議の
(50) 





































































































































































































































































されてきた。 マリ ー の言説の背後には、 このような伝統的な 理解があったと思
われる。
以上のようにマリ ー の答弁を検討してみると、彼が デクレ＝ロワを回避した
いと考えていることは明らかだ。 そのため 、答弁から考えられる政府の 意図は、
1948年法律の制定でデクレ＝ロワに回帰することなく、伝統的な法律と命令の
関係を回復しようとするものだと理解でき る。
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る。 そして、政府が議会に対して対等な（水平的な）関係に立つ可能性をもた
�(118) 




( 1 )  訳出に当たっては、糠塚康江「フランスにおける権力の再均衡化と 法律概念」 法
學81巻6号(2018年）242-243頁を参照した。な お、本文の訳文は必ずしも同文献に
従っている わけではない。正文は、憲法院Webサイト掲載のものを参照した(http:
I I www .conseil-consti tu tionnel.fr / conseil-consti tu tionnel/ francais/la-consti tu tion 
/la-constitution-du-4-octobre-1958/texte-integral-de-la-constitution-du-4-octobre-
1958-en-vigueur.5074.html) (最終閲覧2018年9月3日）。
( 2 )  成文の 参照については同上。
( 3 )  樋口陽一 『比較憲法〔全訂第3版〕』（青林書院、1992年）158-159頁。
(4) この ように指摘するものとして、例えば、村田尚紀『委任立法の研究』（日本評
論社、1990年）508頁がある。
( 5 )  Jean Rivero, Rapport de synthese, in Louis Favoreu (dir.), Le domaine 
de la loi et du r蛯glement, 2• ed., Economica-PUAM, 1981, p.263. 
(6) 1996年 2 月22日憲法的法律(96-138号）による改正では、「社会保障財政 法律は財
政的均衡の一般的要件を決定し、収入の予測を考慮し、組織法律に定める要件と柳




の複数年にわたる 指針は、計画定立（策定） 法律Oois de programmation)によっ
て 定められる。 この方針は、公行政の予算の均衡という目標に含まれる」を新たに





(8) 「憲法諮問委員会」 (Comite consultatif constitutionnel) (以下、CCC) は、
政府によって作成・提出された憲法原案を審議し、政府に諮問する機関として、
1958年6月3日憲法的法律 (La loi constitutionnelle du 3 juin 1958)によって
設置された。 同憲法的法律は、国民議会及び共和国評議会の普通選挙委員会が CCC
委員を指名すると規定し、これを受けて政府は 7 月16日に CCC の構成や活動方法
を定めたデクレを発した (Decret du 16 juillet 1958 concernant le Comite 









たが、1987年から順次、Comite national charge de la publication des travaux
preparatoires des institutions de la Ve Republique, Documents pour servir
a l'histoire de ['elaboration de la Constitution du 4 octobre 1958, vol. I (1987),
II (1988), ill (1991), N (2001), La Documentation franc;aise が刊行され、政府や










(10) ワリ ー ヌは、当時パリ大学教授であり、 ゴ ー リストとしても知られていた著名な
公法学者であった。 ワリ ー ヌは有識者枠の1人として指名された。
(11) 学説も同様に理解している。 Voir Louis Favoreu et alii, Droit constitutionn
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el, 19•, Dalloz, 2017, p.833. 
(12) Cornite national charge de la publication des travaux preparatoires des
institutions de la v• Republique, Documents pour servir a l'histoire de 
l'elaboration de la Constitution du 4 octobre 1958, vol. II, La Documentation 
francaise, 1988, p.87. 
(13) 議会の委任により、 目的と期間を限定し、かつ国会の追認を条件として、法律の
改廃を行うことのできるデクレ（命令） である。






(16) 正文は、Journal Officiel, 1948, pp.8082-8083. 
(17) 村田・前掲注4) 326頁。
(18) 正文は、憲法院Webサイト掲載のものを参照した(http://www.conseil­
cons ti tu tionnel. fr/ conseil-consti tu tionnel/ francais/la-consti tution/les-




(20) Ernilien Quinart, Une conception renouvelee de la loi?, Ernrnanuel Cartier
et Michel Verpeaux (dir.), La constitution du 27 octobre 1946, Nouveaux
regards sur les mythes d'une constitution«mal aim蒻e», rnare & martin,
2017, p.75.













(32) 長部・前掲注22) 41頁。 このとき念頭に置かれたのは、 ドイツ占領期におけるヴィ
シ ー 政府の官僚が戦後に備えて作成していた「二か年設備投資計画」であった（中
木・前掲注30) 240頁）。








(38) 特に、フランスに対する、ル ー ル地方の石炭の輸出が制限されたことにより、燃
料が不足した。
(39) 長部・前掲注22) 42頁。
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(56) Journal Officiel, 1948, Documents Parlementaires, Assemblee Nationale, 
annexe n° 5192, pp.1814-1815.
(57) Journal Officiel, 1948, Debats Parlementaires, Assemblee Nationale, p.5446.
(58) Journal Officiel, 1948, Documents Parlementaires, Assemblee Nationale,
annexe n° 5206, pp.1830-1832.
(59) Journal Officiel, 1948, Debats Parlementaires, Assemblee Nationale, p.5682.
(60) Journal Officiel, 1948, Debats Parlementaires, Assemblee Nationale, annexe
n° 5270, p.1875.
(61) Journal Officiel, 1948, Debats Parlementaires, Assemblee Nationale, p.5830.
(62)  Journal Officiel, 1948, Documents Parlementaires, Assemblee Nationale, 
annexe n 5192, p.1814. 
(63) Roger Pinto, La loi du 17 aout 1948 tendant au redressement economique et
financier, Revue du Droit Public, 1948, p.517.
(64) Voir Quinart, supra note 20, pp.74-75.
(65) 水野・前掲注15) 343頁。
(66) ジャン＝ジャック ・ルソ ー 『社会契約論』第2編第4章。 訳出に当たっては、佐
田啓一訳（白水社、2010年） 50頁を参照した。 なお、佐田は「一般意志」と表記し
ている。
(67) Voir Quinart, supra note 20, pp. 72-73.
(68) Voir Vedel, supra note 14, p.477. 
(69) Andre de Laubadere, Manuel de droit administratif, L.G.D.J., 1960, p.186.
(70) Francis Hamon et Michel Troper, Droit Constitutionnel, 38° edition, L.G.
D.J, 2017, p.129.
(71) Marcel Waline, Les rapport entre la loi et le reglement avant et apres la












(75) Waline, supra note 71, pp. 700-701.
(76) J. リヴェロ（兼子仁・磯部カ・小早川光郎編訳）『フランス行政法』（東京大学
出版会、1982年） 58-59頁。
(77) 寺洋平「フランスにおける『命令（制定権）』 の観念の形成 ( 1 )」社会科学論集
（茨城大学人文学部） 38号 (2003年） 76頁。
(78) 正文は、憲法院 Web サイト掲載のものを参照した (http://www.conseil­




(80) 1791年憲法第3 編第 4 章第 1 節第 6 条は、「執行権は、暫定的なものを含め、い
かなる法律も制定することができず、その執行を命じ、または勧告 (rappeler) す
るために、法律に適合した布告 (proclamations) を発することができるにとどま
る」と定める。 正文は、憲法院 Web サイト掲載のものを参照した (http://www.
conseil-consti tu tionnel. fr/ conseil-consti tu tionnel/ francais/la-consti tu tion/les-











(90) Waline, supra note 71, pp. 700. 
(91) Laubadere, supra note 69, p.186. 
東北法学 第50号(2018) 33 
(92) Jacques Donnedieu de Vabres, Decrets-lois et pouvoirs reglementaires




(94) 参照 ・ リヴェロ ・ 前掲注76) 59頁。
(95) リヴェロ ・ 前掲注76) 59頁。
(96) Laubadere, supra note 69, p.186.
(97) Vedel, supra note 14, p.497.
(98) Journal Officiel, 1948, Debats Parlementaires, Assemblee Nationale, pp5525-
5526. 
(99) Quinart, supra note 20, p. 70.
(100) Journal Officiel, 1948, Debats Parlementaires, Assemblee Nationale, p.5520. 
(101) Pinto, supra note 63, p.519.
(102) Pinto, supra note 63, pp.529-530.
(103) Journal Officiel, 1948, Debats Parlementaires, Assemblee Nationale, pp.55
26-5527. 
(104) カピタンは、デクレ＝ロワについて「政府が要求している権限は、私たちが知っ






法律に代位する効力を持つものである」、と述べている(Journal Officiel, 1948, 
Debats Parlementaires, Assemblee Nationale, p.5569)。
(105) Ibid. 
(106) 参照 ・ 芦部 ・ 前掲注13) 213頁。 Voir George Ripert , Le regime democratique 
et le Droit civil moderne, 2° ed., L.G.D.J, 1948, p.19.








(110) Vair supra note 10, pp.101-103. 
(111) ド・ゴ ー ルのバイユ ー 演説(1946年6月16日） においても、権力の分立と均衡が
強く要請されている。
(112) 憲法諮問委員会において、34条及び37条の制度を導入することに異論はほとんど
なかった(Vair supra note 12, p.101)。
(113) Cite par Pinto, supra note 63, p.518, Avis du Conseil d'Etat du 5 aout
1948. 
(114) Pinto, supra note 63, p.530. 
(115) Pinto, supra note 63, p.531. 
(116) Avis du Conseil d'Etat du 6 fevrier 1953, sur site http://arianeinternet. 
conseil-etat.fr / consilia web/ a visadm/260497. pdf 





(119) Quinart, supra note 20, p.88. 
(120) ただし、憲法の明文で法律事項と命令事項の厳格な分離を行ったのは第5共和制
憲法である。法理論的な意味で「革命」を起こしたという点では、正しいのかもし
れない。1948年法律は「法律」であるので、後法によっていつでも廃止できたので
ある。
（たかはし・ゅうと 東北大学大学院博士後期課程）
